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新  旧  対  照  表 

（注）アンダーラインを付した部分は、改正部分である。 

 

改 正 後 改 正 前 

１ 家事充当金限度額の認定基準額について 

相続税法施行規則附則（以下「附則」という。）第７項第１号の規定による個人立幼稚園

又は個人立幼保連携型認定こども園（以下「幼稚園等」という。）の事業経営者の家事の

ために充てるものの金額（以下「家事充当金」という。）の限度額の申請額に対し、附則

第９項の規定により・・・・・  

⑴ 認定基準額 

家事充当金限度額の認定基準額は、その幼稚園等に入園している幼児又は園児の数

（以下「幼児数」という。）の規模の区分及びその幼稚園等の所在地が「一般職の職員

の給与に関する法律」（昭和25年法律第95号）第11条の３((地域手当))第２項に規定す

る地域（以下「地域手当支給地域」という。）のいずれに該当するかなどの地域区分に

応じ、次に定める金額とする。 

イ 幼児数560人以下のものについては、別紙１に掲げる金額のうちその幼稚園等の該

当するものの金額と、その幼稚園等について次に掲げる算式によって計算した金額と

のうち、いずれか高い方の金額とする。 

Ａ＋Ｂ×(その幼稚園等の幼児数－240人) 

Ａは、・・・・・ 

Ｂは、・・・・・ 

ロ 幼児数560人超のものについては、その幼稚園等について上記イに掲げる算式によ

って計算した金額とする。 

⑵  認定基準の適用 

上記⑴の認定基準額の適用に当たっては、次による。 

イ 事業経営者が園長のほか、事務長などの職も兼ねているなど、一般の事業経営者の

幼稚園等の事業に対する関与度を著しく超えているなど特別の事情があるものにつ

１ 家事充当金限度額の認定基準額について 

相続税法施行規則附則（以下「附則」という。）第７項第１号の規定による個人立幼稚園

の事業経営者の家事のために充てるものの金額（以下「家事充当金」という。）の限度額

の申請額に対し、附則第９項の規定により・・・・・ 

 

⑴ 認定基準額 

家事充当金限度額の認定基準額は、その幼稚園に入園している幼児数（以下「幼児数」

という。）の規模の区分及びその幼稚園の所在地が「一般職の職員の給与に関する法律」

（昭和25年法律第95号）第11条の３((地域手当))第２項に規定する地域（以下「地域手

当支給地域」という。）のいずれに該当するかなどの地域区分に応じ、次に定める金額

とする。 

イ 幼児数560人以下のものについては、別紙１に掲げる金額のうちその幼稚園の該当

するものの金額と、その幼稚園について次に掲げる算式によって計算した金額とのう

ち、いずれか高い方の金額とする。 

Ａ＋Ｂ×(その幼稚園の幼児数－240人) 

Ａは、・・・・・ 

Ｂは、・・・・・ 

ロ 幼児数560人超のものについては、その幼稚園について上記イに掲げる算式によっ 

て計算した金額とする。 

⑵  認定基準の適用 

上記⑴の認定基準額の適用に当たっては、次による。 

イ 事業経営者が園長のほか、事務長などの職も兼ねているなど、一般の事業経営者の

幼稚園事業に対する関与度を著しく超えているなど特別の事情があるものについて
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改 正 後 改 正 前 

いては、・・・・・ 

ロ 事業経営者の申請に係る家事充当金限度額が⑴による認定基準額（上記イの適用が

ある場合には、その適用後の金額）を超える場合であっても、当該幼稚園等における

事業経営者の使用人・・・・・ 

ハ ・・・・・ 

 

２  適正給与額の判定基準について 

事業経営者の親族等（事業経営者の親族その他事業経営者と相続税法第64条第１項に規

定する特別の関係がある者をいう。以下同じ。）が、当該事業経営者の経営する幼稚園等

の事業に従事することに基づく給与の金額につき・・・・ 

⑴  判定基準額 

イ 事業経営者の親族等が教諭である場合における適正給与額の判定基準額は、その教

諭がその幼稚園等に在職している期間の区分及びその幼稚園等の所在地が地域手当支

給地域のいずれに該当するかなどの地域区分に応ずる別紙３に掲げる金額とする。 

なお、在職期間10年以上の者の給与額については、別紙３に掲げる判定基準及びそ

の者のその幼稚園等における在職期間を基として判定する。 

ロ ・・・・・ 

⑵  判定基準の適用 

上記⑴の判定基準額の適用に当たっては、次による。 

イ 事業経営者の親族等が、例えば、教諭のほか事務員などの職も兼ねているなど、  

当該幼稚園等における教諭である使用人の労務の提供の程度を著しく超えているな

どの特別の事情があるもの・・・・・ 

ロ 事業経営者の親族等が教諭である場合の給与額が⑴による判定基準額（上記イの 

適用がある場合には、その適用後の金額）を超える場合であっても、当該幼稚園等  

における事業経営者の使用人のうち・・・・・ 

ハ ・・・・・ 

 

は、・・・・・ 

ロ 事業経営者の申請に係る家事充当金限度額が⑴による認定基準額（上記イの適用が

ある場合には、その適用後の金額）を超える場合であっても、当該幼稚園における事

業経営者の使用人・・・・・ 

ハ ・・・・・ 

 

２ 適正給与額の判定基準について 

事業経営者の親族等（事業経営者の親族その他事業経営者と相続税法第64条第１項に規

定する特別の関係がある者をいう。以下同じ。）が、当該事業経営者の経営する幼稚園事

業に従事することに基づく給与の金額につき・・・・・ 

⑴  判定基準額 

イ 事業経営者の親族等が教諭である場合における適正給与額の判定基準額は、その教

諭がその幼稚園に在職している期間の区分及びその幼稚園の所在地が地域手当支給 

地域のいずれに該当するかなどの地域区分に応ずる別紙３に掲げる金額とする。 

なお、在職期間10年以上の者の給与額については、別紙３に掲げる判定基準及びそ

の者のその幼稚園における在職期間を基として判定する。 

ロ ・・・・・ 

⑵  判定基準の適用 

上記⑴の判定基準額の適用に当たっては、次による。 

イ 事業経営者の親族等が、例えば、教諭のほか事務員などの職も兼ねているなど、

当該幼稚園における教諭である使用人の労務の提供の程度を著しく超えているなど

の特別の事情があるもの・・・・・ 

ロ 事業経営者の親族等が教諭である場合の給与額が⑴による判定基準額（上記イの

適用がある場合には、その適用後の金額）を超える場合であっても、当該幼稚園に

おける事業経営者の使用人のうち・・・・・ 

ハ ・・・・・ 
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改 正 後 改 正 前 

別紙１  

家事充当金限度額の規模別基準額  

幼児数規模別区分 

地域区分 
280人以下 

280人超 

400人以下 

400人超 

560人以下 

地
域
手
当
支
給
地
域 

地域手当 18％ 

支給地域 

千円 千円 千円 

8,540 10,220 12,780 

地域手当 15％ 
支給地域 

8,320 9,960 12,460 

地域手当 13％ 
支給地域 

8,180 9,790 12,240 

地域手当 12％ 
支給地域 

8,100 9,700 12,130 

地域手当 11％ 

支給地域 
8,030 9,620 12,020 

地域手当 10％ 
支給地域 

7,960 9,530 11,920 

地域手当８％ 
支給地域 

7,820 9,360 11,700 

地域手当７％ 
支給地域 

7,740 9,270 11,590 

地域手当６％ 

支給地域 
7,670 9,180 11,480 

地域手当５％ 
支給地域 

7,600 9,100 11,380 

地域手当４％ 
支給地域 

7,530 9,010 11,270 

地域手当３％ 
支給地域 

7,450 8,920 11,160 

地域手当２％ 

支給地域 
7,380 8,840 11,050 

地域手当１％ 
支給地域 

7,310 8,750 10,940 

その他地域 
（地域手当の支給なし） 

7,240 8,660 10,830 

(注) １ 「幼児数規模別区分」の各欄は、その幼稚園等に入園している幼児数に応ずる欄を使用する。 

 

２  「 地 域区 分 」の 欄に お け る「 地 域 手 当 支 給地 域 」の 各欄は 、そ の 幼 稚 園 等

の 所 在 す る 人 事 院 規則 ９ － 4 9( (地 域 手 当 ) )（ 平 成 2 7年１ 月 30日 付 人 事 院 規 則

９ － 4 9－ 4 0）附 則 第 ２ 条 ( (給与 法 第 1 1条 の ３ の 規定 に よ る地 域 手 当 の 支 給 割

合 ) )に よ り 定 め ら れた 附 則 別表（ 附 則 第 二 条関 係 ）の支 給地 域 等 ご と の 支 給

割 合 に 応 ず る 欄 を 使用 し 、「 その 他 地 域（ 地 域 手当 の 支 給 なし ）」の 欄 は 、地

域 手 当 支 給 地 域 に 該当 し な い地 域 に つ い て 使 用 する（ 別 紙２ 及 び 別 紙 ３ に お

い て 同 じ 。）。  

別紙１  

家事充当金限度額の規模別基準額  

幼児数規模別区分 

地域区分 
280人以下 

280人超 

400人以下 

400人超 

560人以下 

地
域
手
当
支
給
地
域 

地域手当 18％ 

支給地域 

千円 千円 千円 

8,430 10,100 12,630 

地域手当 15％ 
支給地域 

8,220 9,840 12,310 

地域手当 12％ 
支給地域 

8,010 9,580 11,980 

地域手当 10％ 

支給地域 
7,860 9,410 11,770 

地域手当６％ 
支給地域 

7,580 9,070 11,340 

地域手当３％ 
支給地域 

7,360 8,810 11,020 

その他地域 
（地域手当の支給なし） 

7,150 8,560 10,700 

    

(注) １ 「幼児数規模別区分」の各欄は、その幼稚園に入園している幼児数に応ずる欄を使用する。 

 

２  「 地 域 区 分 」の 欄 に お け る「 地 域 手 当 支 給 地 域 」の 各 欄は 、そ の 幼 稚 園 の

所 在 す る 人 事 院 規 則 ９ － 4 9 ( (地 域 手 当 ) )第 ３ 条 に よ り 定 め ら れ た 別 表 第 一

（ 第 二 条 、 第 三 条 ） の 支 給 地 域 又 は 附 則 別 表 （ 附 則 第 二 条 関 係 ） の 暫 定 指

定 地 域 ご と の 級 地 に 対 応 す る 一 般 職 の 職 員 の 給 与 に 関 す る 法 律 （ 昭 和 2 5年

法 律 第 9 5号 ）第 1 1条 の ３ 第２項 に 規 定 す る 割 合 を使 用 し 、「そ の 他 地 域（地

域 手 当 の 支 給 な し ）」の 欄 は、地 域 手 当 支 給 地 域 に該 当 し ない 地 域 に つ い て

使 用 す る （ 別 紙 ２ 及び 別 紙 ３に お い て 同 じ 。）。  
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改 正 後 改 正 前 

別紙２ 

家事充当金限度額の幼児又は園児一人当たりの基準単価 

地域区分 幼児又は園児一人当たりの基準単価 

地
域
手
当
支
給
地
域 

地域手当 18％ 
支給地域 

円  

17,920 

地域手当 15％ 
支給地域 

17,470 

地域手当 13％ 
支給地域 

17,170 

地域手当 12％ 

支給地域 
17,010 

地域手当 11％ 
支給地域 

16,860 

地域手当 10％ 
支給地域 

16,710 

地域手当８％ 

支給地域 
16,410 

地域手当７％ 
支給地域 

16,250 

地域手当６％ 
支給地域 

16,100 

地域手当５％ 

支給地域 
15,950 

地域手当４％ 
支給地域 

15,800 

地域手当３％ 
支給地域 

15,650 

地域手当２％ 

支給地域 
15,490 

地域手当１％ 
支給地域 

15,340 

その他地域 
（地域手当の支給なし） 

15,190 

 

 

 

 

    別紙２ 

家事充当金限度額の幼児一人当たりの基準単価 

地域区分 幼児一人当たりの基準単価 

地
域
手
当
支
給
地
域 

地域手当 18％ 
支給地域 

円  

17,700 

地域手当 15％ 
支給地域 

17,250 

地域手当 12％ 

支給地域 
16,800 

地域手当 10％ 
支給地域 

16,500 

地域手当６％ 
支給地域 

15,900 

地域手当３％ 

支給地域 
15,450 

その他地域 
（地域手当の支給なし） 

15,000 
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改 正 後 改 正 前 

   別紙３ 

  事業経営者の親族等の適正給与額の判定基準額（教諭）  

在職期間区分 

地域区分 
４年未満 

４年以上 

６年未満 

６年以上 

８年未満 

８年以上 

10年未満 

地
域
手
当
支
給
地
域 

地域手当 18％ 

支給地域 

千円 千円 千円 千円 

4,310 4,600 4,970 5,190 

地域手当 15％ 
支給地域 

4,200 4,480 4,850 5,060 

地域手当 13％ 
支給地域 

4,130 4,400 4,760 4,970 

地域手当 12％ 

支給地域 
4,090 4,370 4,720 4,930 

地域手当 11％ 
支給地域 

4,050 4,330 4,680 4,890 

地域手当 10％ 
支給地域 

4,020 4,290 4,640 4,840 

地域手当８％ 
支給地域 

3,940 4,210 4,550 4,750 

地域手当７％ 

支給地域 
3,910 4,170 4,510 4,710 

地域手当６％ 
支給地域 

3,870 4,130 4,470 4,670 

地域手当５％ 
支給地域 

3,830 4,090 4,430 4,620 

地域手当４％ 
支給地域 

3,800 4,050 4,390 4,580 

地域手当３％ 

支給地域 
3,760 4,010 4,340 4,530 

地域手当２％ 
支給地域 

3,720 3,980 4,300 4,490 

地域手当１％ 
支給地域 

3,690 3,940 4,260 4,450 

その他地域 
（地域手当の支給なし） 

3,650 3,900 4,220 4,400 

(注) 「在職期間区分」の各欄は、事業経営者の親族等である教諭がその幼稚園等に在職している期間に

応ずる欄を使用する。 

 

 

 

 

   別紙３ 

  事業経営者の親族等の適正給与額の判定基準額（教諭）  

在職期間区分 

地域区分 
４年未満 

４年以上 

６年未満 

６年以上 

８年未満 

８年以上 

10年未満 

地
域
手
当
支
給
地
域 

地域手当 18％ 

支給地域 

千円 千円 千円 千円 

4,250 4,540 4,910 5,130 

地域手当 15％ 
支給地域 

4,150 4,430 4,790 5,000 

地域手当 12％ 
支給地域 

4,040 4,310 4,660 4,870 

地域手当 10％ 

支給地域 
3,970 4,230 4,580 4,780 

地域手当６％ 
支給地域 

3,820 4,080 4,410 4,610 

地域手当３％ 
支給地域 

3,710 3,970 4,290 4,480 

その他地域 
（地域手当の支給なし） 

3,610 3,850 4,160 4,350 

     

(注) 「在職期間区分」の各欄は、事業経営者の親族等である教諭がその幼稚園に在職している期間に応

ずる欄を使用する。 
 

 


